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は じ め に 

～輝きあふれる夢に向かって～ 

 

 東日本大震災からまもなく一年になろうとしていますが、現在も、復興に向けて多くの

方々のご支援が続けられております。 

地震や津波による甚大な被害と原子力発電所での事故、この震災は私たちに多くの教訓

を与えました。今後もこうした規模の災害が起こりうる自覚と危機感を持って被害を最小

限にとどめるための工夫を重ねなければなりません。 

また、この一年、欧州での経済危機、歴史的な円高など世界経済の先行き不透明な状況

に加え、国内においては環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定交渉への参加の是非や、

社会保障・税一体改革など日本の将来を左右する議論が進められております。 

こうした、いわば「混迷の時代」にあって、力強い未来を展望し、再生を果たしていく

ためには、国任せではなく都市として行うべきことは的確に対応して行かなければなりま

せん。このような状況を踏まえ、平成２４年度につきましては、次の３つ点を重要な視点

として市政の運営に取り組んでまいります。 

「地方分権改革の推進」７２万市民の英知を結集しながら、地域の創意工夫が発揮でき

る分権型社会にふさわしい、市民主体のまちづくりを力強く進めます。 

「災害に強いまちづくり」防災備蓄や資機材の充実、広域的な連携による支援体制の構

築など、すでに着手している緊急課題への対応を一層加速させるとともに、地震に限らず

あらゆる事態を想定しながら、市民の生命と財産を守るため、万全を期してまいります。 

「将来を見据えたまちづくり」平成２５年度のさがみ縦貫道路開通やリニア中央新幹線

の駅設置のほか、相模総合補給廠の一部返還の正式合意に続き、共同使用への道筋が整い

つつあることなど、新たなまちづくりの可能性が広がっています。本市が首都圏南西部の

広域交流拠点都市として大きく飛躍できるよう、中長期的な視野を持って「人や企業に選

ばれる都市づくり」を進めてまいります。 

混迷の時代を乗り越え、次代につなぐ明るい未来を拓いていくための主人公は、私たち

一人ひとりにほかなりません。「弱い立場の人を皆で助け、学ぶ人や働く人が夢と希望を持

てる」地域社会を創るために、私たちはともに考え、行動して行く必要があります。 

そこから生まれる絆こそが“輝きあふれる夢に向かって”新たな道標
みちしるべ

になるものと私は

確信しています。 

平成２４年度当初予算案につきましては、このような考え方のもと編成をいたしました。 

市民の皆さま、議員の皆さまの市政に対するご理解と一層のご支援を賜りますようお願

い申し上げます。 

 

平成２４年２月２２日            相模原市長 加山 俊夫 
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一般会計当初予算  

予算規模は２，４８３億円 

（対前年度比１．１％増※） 

扶助費の伸びや防災対策の充実などに

より予算規模はやや増加 

※実質的な当初予算相当額との比較 

 

 

市税収入は ２３億円の減収 

（対前年度比２．１％減） 

財政調整基金からの取崩しなどで対応 

 

市政運営における重要な視点 

・地方分権改革の推進 

・災害に強いまちづくり 

・将来を見据えたまちづくり 

 平成２４年度当初予算のポイントを「「一一気気読読みみ！！」」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

       平成２４年度 

      重点施策の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①安全で安心して暮らせるまちづくり 

・ 防災対策            21.3 億円 

・ 暮らしにおける安全の確保   21.6 億円 

・ 基地対策             0.2 億円 

③にぎわいと活力に満ちた都市づくり 

・ 交通ネットワークの充実   107.3 億円 

・ にぎわいのある市街地づくり  86.6 億円 

・ 産業を中心とする 

新たな拠点づくり      5.8 億円 

・ 地域経済の活性化      148.8 億円 

②夢と希望があふれる次世代をはぐくむ環境づくり 

・ 子育てを支える環境づくり 17.3 億円 

・ 生きる力をはぐくむ 

学校教育の推進       13.3 億円 
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行政改革の断行 

・人件費削減      １１億円削減 

・経常経費（局枠経費） ３０億円削減 

・市債発行額の抑制  ３２２億円 

抑制目標：３年間（H23～H25）の発行額 1,000 億円以内 

 

 

  扶助費は１３５億円の増加 

５００億円
平成２３年度

 ⇒ ６３５億円
平成２４年度

 

 生活保護費の増加や子どものための手当を

計上したことなどによる 

 

一般会計と特別会計を合わせた

予算規模は４，２４８億円 

（対前年度比６．３％増） 

国民健康保険事業、介護保険事業のほか 

公債管理特別会計の増などによる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      “３つのＣ”を推進 

                             

            

 

④身近な暮らしの中から自然と地球を考える社会づくり 

・ 地球温暖化対策          1.8 億円 

・ 環境の保全            0.8 億円 

・ ごみの減量化・資源化の取組み  17.6 億円 

「変える
Change

」・「創る
Create

」・「挑戦
Challenge

する」 

 

・ 持続可能な都市経営    1.7 億円 

・ 市民の利便性向上     32.6 億円 

・ 行政運営、人材育成    0.7 億円 

 

⑤市民が主役の郷土づくり 

・ 市民協働の推進と市民自治に 

根ざしたまちづくり      7.2 億円 

・ 心豊かに生活できる地域づくり 2.7 億円 

・ シティセールスの取組み     0.3 億円 
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一般会計は６．２％増（実質的伸率は１．１％） 

平成２３年度当初予算は、骨格予算として編成した

ことや子ども手当を計上しなかったことから 

２，３３８億円にとどまりましたが、平成２４年度

当初予算は通常予算として編成したため２，４８３

億円となりました。これにより伸率は６．２％増加

と高くなっています。 
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4,248

１ ． 予 算 規 模 

 

 一般会計と特別会計を合わせた全会計での予算規模は総計が約４，２４８億円で平成２

３年度当初予算と比べ６．３％の増加となっています。会計間の出し入れによる重複部分

を控除した正味の財政規模を示す純計では、約３，７３０億円、対前年度比が６．７％の

増加となっています。 

 （表１）平成２４年度 各会計予算                （単位：千円） 

 一般会計 
特別会計 

（10 会計） 
総 計 純 計 

平成２４年度 224488,,330000,,000000 117766,,445522,,220000 442244,,775522,,220000  337733,,001144,,443300

平成２３年度 233,800,000 165,753,000 399,553,000 349,559,473

増減率 +6.2％ +6.5％ +6.3％ +6.7％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別会計は６．５％増 

市債の返済を行う公債管理特

別会計からの償還額が増加し

たこと、介護保険事業特別会計

の給付費の増加などによるも

のです。 

（グラフ１）
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一般会計予算規模の推移
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２．一般会計予算案の概要 

 

 １   予算案の概要 

       

 

 

 

 

 

 

 

このような厳しい財政状況の中、平成２４年度当初予算においては、より一層の歳

入の確保と歳出の削減に努め、前期実施計画を着実に推進するとともに、防災体制の

強化や放射線対策など喫緊の課題に対応する経費についても計上しました。 

一般会計の予算規模は昨年度、骨格予算として編成した当初予算と比較すると伸率

は６．２％の増加ですが、当初予算で計上しなかった子ども手当や肉付けの補正予算

を含めた平成２３年度の実質的な当初予算相当額約２，４５６億円に対する伸率は、

１．１％となっています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（伸率％）    (△1.3)     (0.8)     (0.9)     (9.7）    (9.1)    (3.1)    (2.1)     (12.8)    (△0.1)   (6.2) 

                   実質     (2.3)     (4.0)                  （5.0） （1.1） 

    ※ １７年度の予算規模は１，６４７億円 

      １，７６６億円は、相模原市、津久井町、相模湖町、津久井郡広域行政組合の当初予算合計額（重複分を除く）

    ※ １８年度の予算規模は１，８０６億円 

      １，８９４億円は、相模原市、城山町、藤野町の当初予算合計額（重複分を除く） 

※ ２３年度の骨格予算規模は２，３３８億円 

      肉付けの補正予算、子ども手当を含めた実質予算額は２，４５６億円 

1,647 
1,806 

歳入 

税制改正による個人市民税の増収が見

込まれるものの、評価替えに伴う固定資産

税の減収や法人市民税の減収などにより、

歳入の根幹をなす市税収入が減少するこ

とが見込まれます。 

歳出 

高齢化の進行や低所得世帯の増加など

に伴い、扶助費をはじめとする義務的経費

が引き続き増加し、財政の硬直化が一層進

むことが予想されます。 

（グラフ２） 

2,338 
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平成24年度
構成比
(％)

平成23年度
対前年度
増減額

対前年度
伸率(％)

106,500,000 42.9% 108,800,000 △ 2,300,000 △2.1%

個人市民税 42,970,682 17.3% 42,479,777 490,905 1.2%

法人市民税 5,653,581 2.3% 6,185,307 △ 531,726 △8.6%

固定資産税 41,830,132 16.8% 43,692,277 △ 1,862,145 △4.3%

その他の税 16,045,605 6.5% 16,442,639 △ 397,034 △2.4%

22,212,000 8.9% 18,727,000 3,485,000 18.6%

地方特例交付金 600,000 0.2% 1,100,000 △ 500,000 △45.5%

地方交付税 6,900,000 2.8% 2,833,000 4,067,000 143.6%

その他 14,712,000 5.9% 14,794,000 △ 82,000 △0.6%

40,051,265 16.1% 31,164,603 8,886,662 28.5%

10,770,303 4.3% 9,708,908 1,061,395 10.9%

9,884,986 4.0% 7,552,987 2,331,999 30.9%

財政調整基金から繰入 6,900,000 2.8% 5,600,000 1,300,000 23.2%

その他 2,984,986 1.2% 1,952,987 1,031,999 52.8%

1,500,000 0.6% 285,000 1,215,000 426.3%

32,244,400 13.0% 31,001,500 1,242,900 4.0%

建設に係る市債 19,244,400 7.8% 16,001,500 3,242,900 20.3%

臨時財政対策債 13,000,000 5.2% 15,000,000 △ 2,000,000 △13.3%

25,137,046 10.2% 26,560,002 △ 1,422,956 △5.4%

248,300,000 100.0% 233,800,000 14,500,000 6.2%合　　計

 繰　越　金

 市　　債

 その他

項　　目

 繰　入　金

 市　　税

 譲与税・交付金

 国庫支出金

 県 支 出 金

 譲与税・交付金
8.9%

 県 支 出 金
4.3%

 繰　入　金
4.0%

 繰　越　金
0.6%

 その他
10.2%

 市　　債
13.0%

 国庫支出金
16.1%

 市　　税
42.9%

 ２   歳 入 

    歳入総額は２，４８３億円です。主な

内訳では、市税が１，０６５億円（構成

比４２．９％）、国庫支出金が約４０１

億円（同１６．１％）、市債による借入

が約３２２億円（同１３．０％）などと

なっています。 

   

  
 

 

 (表２)平成２４年度一般当初予算〔歳入〕 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

（グラフ３）歳入構造 
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市税収入の推移
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    （グラフ４）歳入構造の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※22 年度までは決算額、23 年度・24 年度は当初予算額   

平成２１年度以降、市税の占める割合が大きく減少し、国・県支出金が増

加しています。これは、定額給付金給付事業や子ども手当など国庫支出金を

伴う給付事業が大幅に増加したためです。 

市債は、いわゆるＩＴバブル崩壊後の景気低迷などにより平成１５年度で

は約１２％を占めていましたが、その後、景気の持ち直しとともに一旦減少

します。 

しかし、リーマンショックに始まる景気の低迷などにより、平成２２年度

以降は再び１２～１３％程度の割合を占めるようになっています。 

① 市市  税税 は２３億円の減収   

（１，０８８億
平成２３年度

 ⇒ １，０６５億円
平成２４年度

）  

対前年度比：△２．１％ 

引き続き厳しい雇用、所得環境

による個人所得の減少はあるも

のの、年少扶養控除の廃止などの

税制改正により、個人市民税は約

５億円の増収となりますが、３年

に一度行われる評価替えにより、

固定資産税が約１９億円の減収、

円高などの影響により、法人市 

（グラフ５） 

※22 年度までは決算額、23 年度・24 年度は当初予算額 
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＊財政調整基金(P17 参照) 

財政調整基金は、過去の決算

剰余金の一部などを将来の財

源不足に対応するため、積み

立ててきた市の貯金です。

民税も約５億円の減収となる見込みです。 

その他の税を含めると、市税全体では約２３億円の減収となる見込みです。 

 

② 国国庫庫支支出出金金  は８９億円の増額 （ ３１２億円
平成２３年度

 ⇒ ４０１億円
平成２４年度

 ） 

                    対前年度比：＋２８．５％ 

  平成２４年度当初予算では国庫支出金が約４０１億円で、前年度の約３１２億円に比

べ、約８９億円増と大きく増額しています。これは、平成２３年度当初予算を骨格予算

として編成し、子ども手当に係る経費を計上しなかったため、これに係る国庫補助金が

計上されていなかったことなどによるものです。 

  このほか、生活保護費に係る国庫支出金も歳出の伸びに比例して増額となっています。 

  今年度から交付対象が政令指定都市にも拡充される地域自主戦略交付金＊については、

約１５億円を計上しています。 

 

  ＊地域自主戦略交付金 

平成２４年度より、施設整備等に対する国庫補助金の一部が、いわゆる、ひも付き

補助金から市の裁量権が広がった地域自主戦略交付金（いわゆる一括交付金）となり

ました。これは、平成２３年度から都道府県を対象に交付されていたものが、政令指

定都市にまで拡大されるものです。 

交付金対象となる事業（平成２４年度本市実施事業） 

・ 道路事業の一部    ・ 河川整備事業     一般会計分 

・ 区画整理事業の一部  ・ 浄化槽整備事業    １２事業 約１５億円 

・ 下水道事業の一部   ・ 簡易水道事業     特別会計分 約７億円 

平成２４年度一般会計当初予算では約１５億円を計上していますが、制度の詳細が

確定していないことから、従前の補助制度を基本に交付額を積算しています。 

 

 

③ 繰繰入入金金  は２３億円増額 （ ７６億円
平成２３年度

 ⇒ ９９億円
平成２４年度

 ） 

  対前年度比：＋３０．９％ 

  財政調整基金＊からの取崩しが５６億円から６９億円と１

３億円増額となっています。平成２４年度は税収が約２３億

円減収となることから取崩額を増額し、サービス水準の維持

を図ります。 
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市債残高の推移

1,287 1,229 1,233 1,225 1,197 1,177 1,207 1,270 1,338 1,407

168 230 312 374 415 447
496

583

685

783

291 284
293

295 269 243
230

202

173

143

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

その他

臨時財政対策債

建設債

〔億円〕

1,746 1,743
1,838 1,894 1,881 1,867

1,933
2,055

2,196

2,333

④ 繰繰越越金金 は１５億円 

  骨格予算として編成した平成２３年度当初予算では、肉付けの補正予算の財源として

一部を留保したため、繰越金は約３億円となっていましたが、平成２４年度当初予算で

は１５億円を計上しています。 

⑤ 市市  債債 は１２億円の増加 （ ３１０億円
平成２３年度

 ⇒ ３２２億円
平成２４年度

 ） 

  対前年度比：＋４．０％ 

  市債は平成２３年度の約３１０億円から平成２４年度は約３２２億円となり、約１２

億円の増加となっています。 

  このうち建設に係る市債は、市が公共施設や道路を建設する際などに、その財源の一

部とするため借入れを行うものです。平成２４年度は、さがみ縦貫道路の整備に伴う国

直轄事業負担金に対応する借入れや最終年度となる相模大野駅西側地区市街地再開発事

業に対する借入れ、防災対策の拡充経費に対する借入れなどにより約１９２億円となり

ます。 

また、臨時財政対策債は１３０億円と４割以上を占めていますが、これは国の財源不

足により、地方交付税の総額が確保できないため、本来地方交付税として交付されるべ

き額の一部を市が借入金で賄うものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度末現在の残高（23 年、24 年度は残高見込） 

  市債残高は、平成２１年度以降増加しており、平成２４年度末では２，３３３億円と

なる見込みです。内訳では、臨時財政対策債が７８３億円となり市債残高全体の３分の

１を超える見込みです。 

（グラフ６）
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消防費
3.2%

その他
0.4%

農林水産費
0.4%

労働費
0.5%

土木費
14.3%

公債費
9.0%

総務費
10.3%

議会費
0.4%

民生費
39.9%商工費

6.4%

教育費
7.3%

衛生費
7.9%

平成24年度
構成比
(％)

平成23年度
対前年度
増減額

対前年度
伸率(％)

1,069,577 0.4% 1,213,805 △ 144,228 △11.9%

25,662,170 10.3% 24,699,586 962,584 3.9%

99,036,236 39.9% 84,028,402 15,007,834 17.9%

19,573,749 7.9% 19,767,158 △ 193,409 △1.0%

1,217,985 0.5% 1,581,510 △ 363,525 △23.0%

940,454 0.4% 903,158 37,296 4.1%

15,967,604 6.4% 18,925,109 △ 2,957,505 △15.6%

35,527,888 14.3% 34,493,939 1,033,949 3.0%

7,899,645 3.2% 7,839,830 59,815 0.8%

18,118,523 7.3% 18,185,622 △ 67,099 △0.4%

22,286,288 9.0% 21,202,000 1,084,288 5.1%

999,881 0.4% 959,881 40,000 4.2%

248,300,000 100.0% 233,800,000 14,500,000 6.2%

公債費

商工費

項　　目

議会費

民生費

総務費

合　　計

目
的
別
内
訳

土木費

消防費

教育費

その他

衛生費

労働費

農林水産費

３   歳出（目的別） 

 

  行政サービスの目的や組織に応じた分類 

 
    歳出の目的別の内訳では、民生費

が約９９０億円（構成比３９．９％）、

土木費が約３５５億円（１４．３％）、

衛生費が約１９６億円（同７．９％）、

教育費が約１８１億円（同７．３％） 

などとなっています。 

 

 

 

 

（表３）平成２４年度一般会計当初予算〔目的別歳出〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円） 

（グラフ７）目的別歳出構造
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210193

161

138

114109
8,549

7,872
6,895

5,842
4,855

4,500

0
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240

H19 H20 H21 H22 H23 H24

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

 扶　助　額

平均世帯数

（億円） （世帯）

① 民民生生費費 は１５０億円の増 （ ８４０億円
平成２３年度

 ⇒ ９９０億円
平成２４年度

 ） 

    対前年度比：＋１７．９％ 

   （民生費：高齢者福祉や障害者福祉、子育て支援などの予算）                

◆ 生活保護費は約２１０億円（対前年度比＋１７億円） 

◆ 子ども手当は平成２３年度には当初予算での計上を見送った

のに対し、平成２４年度では子どものための手当を約１２２億

円全額計上していることなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 商商工工費費 は３０億円の減 （ １８９億円
平成２３年度

 ⇒ １５９億円
平成２４年度

 ） 

                    対前年度比：△１５．６％  

（商工費：商業振興、産業振興、観光振興などの予算） 

◆ 経済対策として中小企業向けに行っている低利の融資制度（中小企業景気対策特

別融資預託金）を、貸付残高の減少に伴い約１０９億円（対前年度比△１８億円）

に縮小 

③ 土土木木費費 は１０億円の増 （ ３４５億円
平成２３年度

 ⇒ ３５５億円
平成２４年度

 ） 

                    対前年度比：＋３．０％  

（土木費：道路や公園、市営住宅の維持管理や整備などの予算） 

◆ 平成２３年度の土木費は、緊急経済対策の一環として約５２億

円分の事業を平成２３年１月補正予算で前倒しして実施して

いることから、平成２４年度の土木費の実質的な事業量は減少 

 

 

（グラフ８）生活保護費と被保護世帯の推移 

※22 年度までは決算額、23 年度・24 年度は当初予算額 
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   （グラフ９）目的別歳出構造の推移 

    総務費       民生費    衛生費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的別歳出構造の推移では、民生費が大幅に増加し、平成２４年度で

は４０％近くに達しています。この結果、平成２３年度と比べると、他

の費目全ての構成比が減少しているのがわかります。 

土木費は、ＩＴバブル崩壊後の平成１５年度やリーマンショック後の

平成２２年度に景気対策として実施した公共事業などにより一時的に

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※22 年度までは決算額、23 年度・24 年度は当初予算額 
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補助費等
5.8%

維持補修費
1.5% その他

13.2%

物件費
13.6%

投資的経費
13.4%

公債費
8.9%

扶助費
25.6%

人件費
18.0%

平成24年度
構成比
(％)

平成23年度
対前年度
増減額

対前年度
伸率(％)

160,108,520 64.5% 148,506,382 11,602,138 7.8%

人件費 44,705,799 18.0% 45,802,443 △ 1,096,644 △2.4%

物件費 33,835,463 13.6% 34,515,366 △ 679,903 △2.0%

補助費等 14,414,724 5.8% 14,315,679 99,045 0.7%

維持補修費 3,663,742 1.5% 3,866,301 △ 202,559 △5.2%

扶助費 63,488,792 25.6% 50,006,593 13,482,199 27.0%

33,299,607 13.4% 29,286,046 4,013,561 13.7%

補助事業 17,870,805 7.2% 12,304,671 5,566,134 45.2%

単独事業 15,428,802 6.2% 16,981,375 △ 1,552,573 △9.1%

54,891,873 22.1% 56,007,572 △ 1,115,699 △2.0%

うち公債費 22,203,433 8.9% 21,118,600 1,084,833 5.1%

248,300,000 100.0% 233,800,000 14,500,000 6.2%

項　　目

消費的経費

投資的経費

その他経費

合　　計

性
質
別
内
訳

 

 ４  歳 出（性質別） 

 

   経費の性質に応じた分類 

 

 人件費は約４４７億円（構成比 

１８．０％）、扶助費は約６３５億円

（同２５．６％）、公債費は約２２２

億円（同８．９％）となっています。

これら３つの経費は、一般に任意の

削減が難しいことから義務的経費と

呼ばれています。 

 公共施設整備などを行う投資的経

費は約３３３億円（同１３．４％）

となっています。 

 

 

 

 

（表４）平成２４年度一般会計当初予算〔性質別歳出〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（単位：千円） 

義務的経費 

任意の削減が難しい経費 

（グラフ 10）性質別歳出構造 
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4,590 4,590

4,590
4,6404,470

320
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360

380

400
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

〔億円〕

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

〔人〕

人件費

職員定数

① 人人件件費費 は１１億円の減 （ ４５８億円
平成２３年度

 ⇒ ４４７億円
平成２４年度

 ） 

                     対前年度比：△２．４％ 

◆ 職員数の抑制の効果や本市の人口が急増した昭和４０年代に大量採用した職員

が定年を迎え新規採用職員に入れ替わったことなどによるもの 

 

 

人件費と職員定数の推移では、人件費、職員定数はいずれも合併に

伴い一時的に増加しましたが、人件費の抑制を進めた結果、近年では

減少しています。 

 

      （グラフ 11）人件費と職員定数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 扶扶助助費費 は１３５億円の増 （ ５００億円
平成２３年度

 ⇒ ６３５億円
平成２４年度

 ） 

                      対前年度比：＋２７．０％  

（扶助費：社会保障制度の一環として生活困窮者、高齢者、児童、障害者等に対する 

様々な支援を行う経費） 

◆ 生活保護費の増加 

◆ 子どものための手当を約１２２億円全額計上 

  

 

 

 

※人件費の各年度は当初予算額 
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＊２つの公債費 

公債費は、目的別歳出の公

債費(P10)と性質別歳出の公

債費で金額が違います。 

 目的別では、元金償還、利

払いなどのほか、支払手数料

等の事務経費が計上されます

が、性質別では、事務経費が

物件費として取り扱われるた

め差が生じます。 

③ 公公債債費費 は１１億円の増 （ ２１１億円
平成２３年度

 ⇒ ２２２億円
平成２４年度

 ） 

                 対前年度比：＋５．１％ 

（公債費：市債を償還する経費） 

◆ 市債残高の増大に伴い公債費も増加 

◆ 市債の償還は、従来、借入れから元金の返済開始ま

で３年程度の据置期間を設けていましたが、将来負

担の早期軽減と、より有利な資金調達を進めるため

据置なしで返済を行うものの割合を増加させたこ

とも要因 

  

     （グラフ 12）公債費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 ④ 投投資資的的経経費費 は４０億円の増 （ ２９３億円
平成２３年度

 ⇒ ３３３億円
平成２４年度

 ） 

                        対前年度比：＋１３．７％ 

（投資的経費：公共施設整備などを行う経費） 

◆ （仮称）緑区合同庁舎の整備や相模大野駅西側地区市街地再開発事業が最終年度

となり、それぞれ約１９億円、約２８億円増加したことなどによるもの 

 

※22 年度までは決算額、23 年度・24 年度は当初予算額 

※16 年度は減税補てん債の借換を除く実質分 

※22 年度より借換は公債管理特別会計で行っている 
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（グラフ 13）性質別歳出構造の推移 

            義務的経費       投資的経費   物件費 維持補修費 

      人件費      扶助費 公債費 補助事業 単独事業  補助費等  その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性質別歳出構造の推移では、扶助費が大幅に増加していること

がわかります。一方、人件費や公債費は、予算規模に対し減少が

続いており、扶助費の増加に伴う義務的経費の増加幅を抑制して

います。 

 

     （グラフ 14）消費的経費と投資的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費的経費 投資的経費 その他 

※22 年度までは決算額、23 年度・24 年度は当初予算額 
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〔億円〕

５  財政調整基金 

 

    財政調整基金は、各年度の決算剰余金の一部などを積み立てたものです。税収が

減少したときなどに、サービス水準を一定に保つため取崩して用いるなど、複数年

度間の財源調整を目的とした基金で、一般家庭の預貯金に似ています。 

    IT バブル崩壊後の経済不況からの回復期に基金の積立てを積極的に進めてきまし

たが、リーマンショック以降の経済不況に伴う税収不足に対応するため、平成２１

年度以降は２３年度を除き取崩額が積立額を上回ったことから残高は減少し、平成

２４年度末には約８０億円となる見込みです。 

    平成２３年度は前年度決算の剰余金が多く出たこと、地方交付税が予算額を大き

く上回ったことなどにより、取崩額を抑制したため、残高が１００億円を上回る見

込みです。 

 

 

      （グラフ 15）財政調整基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

      

 

 

 

 

 

 

※22 年度までは決算額、23 年度・24 年度は決算見込額 
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その他

 

６  市民一人あたりの予算額   

 

（表５）市民一人あたりの予算額 

一人あたりの予算額は、予算額を相

模原市の人口（719,791 人、平成 24

年 1 月 1 日現在）で割ったものです。 

 

市民一人あたり予算額は、約３４万

円です。このうち福祉・子育て支援な

どの民生費が約１４万円、保健、ごみ

処理などの衛生費が約３万円、土木費

が約５万円、教育費が約３万円などと

なっています。 

また、過去に借入れた市債を償還す

る公債費は一人あたり約３万円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費 目 
H24 当初予算額 

（千円） 

一人あたりの 

予算額（円） 

議会費 1,069,577 1,486

総務費 25,662,170 35,652

民生費 99,036,236 137,590

衛生費 19,573,749 27,194

労働費 1,217,985 1,692

農林水産費 940,454 1,306

商工費 15,967,604 22,184

土木費 35,527,888 49,359

消防費 7,899,645 10,975

教育費 18,118,523 25,172

公債費 22,286,288 30,962

その他 999,881 1,389

合計 248,300,000 344,961

（グラフ 16）市民一人あたりの予算額 

民生費 

土木費 

総務費 

衛生費 

商工費 

教育費 

公債費 

（円） 

※横幅が金額の大きさを示しています。
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７  相模原家の家計簿 

   市の財政について、皆さんに身近に感じていただくために、市の予算を家計に例え

てみます。相模原家の年収を５００万円と仮定して当てはめてみたのが下表です。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

   収入では、給与や家賃収入が減少し、親から

の仕送りや貯金の取崩しなどでしのいでいます

が、親（国）の家計も苦しいため仕送りは全額

をもらえず、一部を仕送りに代わるものとして

生活資金のローンを借りています。（返済資金は

親が仕送りしてくれる約束になっています。） 

   支出では、食費やその他の生活費を切り詰め

て医療費の増加に対応しています。 

   このほか、相模原家のローン残高は４７０万

円、貯金が２５万円となっています。  

食費 

（人件費） 
90 万円 (△8 万円)

医療費 

（扶助費） 
128 万円 (+21 万円)

ローンの返済 

（公債費） 
45 万円 (±0 万円)

その他生活費 

（物件費など） 
133 万円 (△14 万円)

家の増改築費 

（普通建設事業費） 
67 万円 (+4 万円)

子どもへの仕送り 

（他会計への繰出金） 
37 万円 (△3 万円)

  

合 計 500 万円
 

基本給 

（市税） 
214 万円 (△19 万円)

諸手当 （譲与税・ 

交付金・国県支出金など） 
133 万円 (＋12 万円)

貯金の取崩し 

（基金繰入金） 
20 万円 (+4 万円)

家賃収入 

（使用料・手数料など） 
54 万円 (△4 万円)

親からの仕送り 

（地方交付税） 
14 万円 (+8 万円)

生活資金のローン 

（臨時財政対策債） 
26 万円 (△6 万円)

家の増改築のローン 

（建設債等） 
39 万円 (+5 万円)

合  計 500 万円 

収 入 支 出 

ローン残高 470万円（+28 万円）

 

貯金     25万円（△12 万円）

 

給 

与 

親
か
ら
の
本
来
の
仕
送
り 

（カッコ内は 23 年度との比較） 



　　　市政運営にあたっての重要な視点

□地方分権改革の推進

□災害に強いまちづくり

□将来を見据えたまちづくり

　　　重点施策 （★は新規事業）

◆防災対策

　平成２４年度の市政運営にあたっては、５つの柱を掲げて重点施策に取り組みます。

　７２万市民の英知を結集しながら、地域の創意工夫が発揮できる分権型社会にふさわしい、市民
主体のまちづくりを力強く進めます。

　防災備蓄や資機材の充実、広域的な連携による支援体制の構築など、すでに着手している緊急課
題への対応を一層加速させるとともに、地震に限らずあらゆる事態を想定しながら、市民の生命と
財産を守るため万全を期します。

　首都圏南西部の広域交流拠点都市として大きく飛躍できるよう、中長期的な視野を持って「人や
企業に選ばれる都市づくり」を進めます。

　平成２４年度の市政運営にあたっては、次の３点を重要な視点として取り組んでいきます。

21億2,881万円

１

３．主 要 施 策

２

安全で安心して暮らせるまちづくり

◆防災対策

○防災対策の推進 ・・・・ 1,590万円

★帰宅困難者対策、地域の孤立対策、洪水対策などの対応に基づく地域防災計画の見直し

★国・県による地震被害想定の見直し結果に基づく防災アセスメント調査の実施

★地域防災力の向上を目的とした（仮称）防災条例の制定に向けた取組み

★相模総合補給廠一部返還予定地を中心としたまちづくりにおける防災支援拠点整備の検討

○原子力発電所の事故への対応 ・・・・ 4,868万円

・市域の放射線量の監視、放射能濃度の検査、測定器の貸出し　など

○災害に強いまちづくり ・・・・ 16億8,053万円

・旧耐震基準の建築物の耐震化促進

・電線類地中化

★ブロック塀等撤去奨励事業

・雨水管整備、河川改修、雨水貯留施設等の整備

○消防・救急体制の充実 ・・・・ 3億8,370万円

・藤野分署（建設工事）　★相原分署（基本設計）の整備

★防災消防訓練場の整備

・高度救急救命が実施可能な救命士の養成（救急高度化推進事業）

◆暮らしにおける安全の確保

○防犯灯の設置 ・・・・ 2億8,722万円

・省エネ・高照度の防犯灯の設置補助　など

○防犯活動団体への支援 ・・・・ 2,581万円

・見守りパトロールなどの地域防犯力の強化 など

億 , 万円

21億5,622万円

見守りパトロ ルなどの地域防犯力の強化　など
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○暴力団排除条例に基づく取組みの推進 ・・・・ 379万円

○自転車交通安全対策に向けた取組み ・・・・ 1,138万円

・交通安全教室の実施、自転車マナーアップキャンペーンの実施、歩行者と自転車の通行環境の改善　など

○自殺総合対策 ・・・・ 964万円

・自殺対策協議会の設置、自殺総合対策に係る行動計画の策定

○配偶者等からの暴力（ＤＶ）の防止・被害者の保護 ・・・・ 224万円

★配偶者暴力相談支援センター機能の整備

○高齢者福祉 ・・・・ 14億4,276万円

・特別養護老人ホームの整備促進

★認知症疾患医療センターの設置

・介護人材の確保・育成

○障害者福祉 ・・・・ 2億7,468万円

★発達障害者支援センター機能の整備

・重症心身障害児者施設の整備

○健康増進 ・・・・ 1,836万円

・保健医療計画の改定

・健康増進事業

○医療体制の拡充 ・・・・ 1,661万円

・（仮称）北地区メディカルセンターの開設準備　など

★がんピアサポート事業

○生活環境の向上 ・・・・ 6,373万円

・住宅リフォーム助成・住宅リフォ ム助成

・分譲マンション管理組合へのアドバイザー派遣

★路上喫煙の防止に関する条例に基づく取組み

・公契約条例に基づく取組み

◆基地対策

○早期利用・返還、騒音などの課題解消に向けた取組み 2,063万円

◆子育てを支える環境づくり

○保育所の待機児童解消に向けた取組み ・・・・ 16億4,519万円

○放課後の子どもたちの安全な居場所づくり ・・・・ 5,078万円

・放課後子ども教室事業の実施、児童クラブ施設整備

・・・・ 2,989万円

★子育て短期支援事業

・こんにちは赤ちゃん事業

◆「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進

○体験学習の推進 ・・・・ 1億7,475万円

2,063万円

17億2,586万円

13億3,332万円

・認可保育園の整備促進

○安心して育児ができる環境づくり

・「相模川自然の村野外体験教室」や「ふるさと自然体験教室」の特色を生かした体験活動・学
習の実施

・認定保育室への補助、家庭的保育事業の実施

夢と希望があふれる次世代をはぐくむ環境づくり
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○少人数指導や支援教育学習指導補助員等によるきめ細かな指導 ・・・・ 1億5,130万円

・特別支援教育推進事業、少人数指導体制の充実

○校舎等の改修、給食室の整備、学校給食センターの整備 ・・・・ 7億4,539万円

・（仮称）上溝学校給食センター新築工事

・若草小学校屋内運動場の改修　など

(24億6,154

・相武台小学校給食室の整備

・学校トイレの改善

○教職員の人材養成・確保 ・・・・ 1,256万円

・さがみ風っ子教師塾の運営

・教員採用試験の市単独実施

○青少年・教育相談事業 ・・・・ 2億4,932万円

・青少年教育カウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置

◆交通ネットワークの充実

○リニア中央新幹線の建設促進 ・・・・ 1,000万円

○小田急多摩線の延伸に向けた取組み ・・・・ 1,060万円

・小田急多摩線延伸の実現化に向けた調査検討

広域 流 点 ち

万円)

107億2,914万円

・麻溝、相原、相武台、大島、中野小学校、大野台中学校の大規模改修

【下記については、平成２３年度３月補正予算で予算措置し、平成２４年度に事業を実施するもの。】

にぎわいと活力に満ちた都市づくり

○広域交流拠点のまちづくりに向けた取組み ・・・・ 1,358万円

・リニア中央新幹線の開通等を展望したまちづくりの将来像についての計画策定

○広域的な道路ネットワークの整備 ・・・・ 65億4,000万円

・さがみ縦貫道路の整備促進

○広域幹線道路の整備 ・・・・ 26億6,043万円

・津久井広域道路、県道52号（相模原町田）

○都市計画道路の整備 14億9,453万円

・都市計画道路相原宮下線、相原大沢線、橋本大通り線、橋本駅北口線、相模大野線　など

◆にぎわいのある市街地づくり

○中心市街地における商業振興の促進 ・・・・ 4,086万円

・商店街が実施するにぎわいづくり事業等への支援　など

○相模原駅周辺地区のまちづくり ・・・・ 1,000万円

・相模総合補給廠一部返還予定地等のまちづくり

○相模大野駅周辺地区のまちづくり 70億2,479万円

・相模大野駅西側地区市街地再開発事業に対する補助、自動車駐車場の整備　など

★アンテナショップの設置支援

○小田急相模原駅周辺地区のまちづくり ・・・・ 15億7,960万円

・小田急相模原駅北口Ｂ地区市街地再開発事業に対する補助　など

86億5,525万円
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◆産業を中心とする新たな拠点づくり

○新たな拠点づくりの促進 ・・・・ 5億8,064万円

・当麻地区土地区画整理事業等の促進 ・川尻大島界土地区画整理事業の促進

・麻溝台・新磯野地区整備事業の推進　 ・金原・串川地区の基本構想実現化に向けた調査検討

◆地域経済の活性化

○雇用対策 ・・・・ 1億　532万円

・ものづくり人材確保・育成事業、ハローワークと連携した就労支援　など

○企業支援 ・・・・ 147億7,939万円

・トライアル発注認定制度

・新技術実用化コンソーシアム形成支援事業

・企業立地奨励措置、中小企業融資制度、産業を担う人材の育成　など

◆地球温暖化対策

○地球温暖化対策実行計画の推進 ・・・・ 1億8,435万円

・地域協議会の設立や条例の制定など市民・事業者等との協働による取組み

★メガソーラー（大規模太陽光発電設備）の導入に向けた取組み

・再生可能エネルギー等利用設備の普及促進

・次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進

◆環境の保全

5億8,064万円

148億8,471万円

1億8,435万円

8,310万円

身近な暮らしの中から自然と地球を考える社会づくり

◆環境の保全

○環境影響評価制度の導入 ・・・・ 200万円

・（仮称）環境影響評価条例の制定に向けた調査

○里地里山の保全活動に対する支援 ・・・・ 100万円

・小松・城北地域における活動団体への支援

○相模川ふれあい科学館の再整備 ・・・・ 8,010万円

◆ごみの減量化・資源化の取り組み

○ごみの減量化・資源化の推進 16億4,027万円

★一般廃棄物処理基本計画の改定

○ごみの減量化・資源化のさらなる普及に向けた啓発（ごみＤＥ71大作戦）　など

○清掃施設等の再整備 ・・・・ 1億2,300万円

★津久井クリーンセンターし尿処理施設の建替整備　など

◆市民協働の推進と市民自治に根ざしたまちづくり

○区制を生かしたまちづくりの推進 ・・・・ 1億3,503万円

・区民会議の運営

・まちづくり会議の運営支援　など

○市民協働の推進 ・・・・ 5億8,240万円

・市民協働推進条例に基づく取組み

・市民・大学交流センターの整備

8,310万円

17億6,327万円

7億2,233万円

市民が主役の郷土づくり

・市民・大学交流センタ の整備
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○市民活動の支援 ・・・・ 311万円

・ＮＰＯ設立等の認証事務や、設立の相談から活動促進までの一体的な支援

・高齢者の地域活動促進

★（仮称）自治基本条例の制定に向けた啓発活動 ・・・・ 179万円

・シンポジウムの開催

◆心豊かに生活できる地域づくり

○文化振興によるまちづくり ・・・・ 6,101万円

・アートラボはしもと、城山文化ホールの運営

○平和と人権尊重、男女共同参画の推進 ・・・・ 1,218万円

・市民平和のつどいの開催　など

○多文化共生のまちづくり ・・・・ 4,300万円

・国際交流ラウンジ事業、国際交流事業

○スポーツ振興によるまちづくり ・・・・ 1億5,790万円

・相模原麻溝公園（仮称）第２競技場の整備

・横山公園陸上競技場の再活用

★ホームタウンチーム支援の仕組みの構築　など

◆シティセールスの取組み

○シティセールス推進事業 ・・・・ 3,289万円

・「宇宙」と「桜」をイメージしたブランドイメージづくりの先行事業の実施　など

3,289万円

2億7,409万円

「変える」・「創る」・「挑戦する」"３つのＣ”を推進する
Change           Create       Challenge 

○持続的な都市経営 ・・・・ 1億6,910万円

・「都市経営ビジョン」の見直し

★公共施設マネジメント取組方針の推進

★橋りょうの長寿命化修繕計画に基づく点検・修繕

・債権の管理に関する条例に基づく取組み

・ＰＤＣＡサイクルに基づく事務事業の改善

・新たな大都市制度の検討　など

○市民の利便性向上 ・・・・ 32億6,010万円

・パスポート（一般旅券）の申請受理・発行の窓口の開設準備

・緑区合同庁舎の整備　など

○行政運営、人材育成 ・・・・ 6,642万円

・人材育成方針に基づく職員のスキルアップ・意識改革

　重点施策を推進するため、“３つのC”に取り組みます。

「変える」・「創る」・「挑戦する」 ３つのＣ を推進する
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４．行政改革の推進 

 

◆ 人人件件費費のの削削減減  １１億円 

   政令指定都市移行により県から多くの事務事業の移管を受けましたが、職員定数は

据え置きとしています。 

   また、本市の人口が急増した昭和４０年代に大量採用した職員が定年を迎え新規採

用職員に入れ替わったこと、手当などを中心に給与体系の見直しを進めたことなどに

より職員一人当たりの支給額が低下しました。 

◆ 一一般般行行政政経経費費のの圧圧縮縮とと歳歳入入のの確確保保  約３７億円（一般財源ベース） 

限られた財源の中で、生活保護費など増え続ける扶助費等の財源を捻出するため、

物件費などの経費の節減に努め、局枠経費として編成される経常経費について３０億

円程度の圧縮を行いました。 

また、売却可能資産の売払いなどにより約６億７，０００万円の新たな歳入を確保

しました。  

◆ 市市債債発発行行額額のの抑抑制制 

   将来の公債費の縮減に努め、持続可能な行財政運営とするため、本市独自のルー

ルに基づき市債発行額の抑制を行っています。平成２４年度の予算額は３２２億円。 

   ○ 抑 制 目 標 

    平成２３年度から２５年度までの３年間の市債発行総額１，０００億円以内 

年 度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

発行額 ３６６億円 ３２２億円 ３１２億円以内 

       ※平成２３年度は決算見込額（前年度からの繰越分を含む） 

 

５．県債償還金負担金の債務負担行為設定 

 

政令指定都市移行に伴う県との基本協定に基づき、市が県に負担することとした国

県道に係る県債償還金負担額が確定したため、債務負担行為を設定します。 

○ 県債償還金負担額 約１９９億円（基本協定締結時試算額：約２５０億円） 

○ 債務負担行為 平成２４年度当初予算において次の内容で設定 

平成２５年度から５４年度までの３０年間で上記負担額を支払う。 

さがみはら都市経営ビジョン・アクションプ

ランにおいて、行政改革の具体的方策を定め

継続的に改革を進めています。 
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〈 予算編成の考え方 〉 

  東日本大震災を踏まえ、地域防災計画の修正を進めるとともに、国及び県の地震被害

想定の見直しに合わせ、防災アセスメント調査を実施するなど、防災対策のさらなる推

進に取り組むための経費について予算計上した。また、喫緊の課題である帰宅困難者対

策や、本市の地域特性に合わせた孤立対策、洪水対策などに対応するため、当面取組む

べきとされる次の分野について重点的に予算計上した。 

 (１) 災害時における初動対応関連 

 (２) 防災資機材等の整備 

 (３) 放射線・放射能対策 

 (４) 被災地支援 

〈 予算額 〉  ６５３，３３４千円（ 対前年度比：＋１３２％ ） 

〈 主な事業 〉 

 地域防災計画の改定              15,900 千円 

  東日本大震災発災時からの対応経過を整理し、本市の防災上における課題について

具体的解決を図ることを目的として地域防災計画の見直しを図る。なお、国・県によ

る被害想定の修正に伴って防災アセスメント調査を実施し、地域防災計画見直しの基

礎資料を作成する。 

○地域防災計画見直し業務委託               8,600 千円 

○防災アセスメント調査委託                6,500 千円  

 災害時における初動対応関連          65,088 千円 

  東日本大震災発災時の本市の初動対応において喫緊の課題となった情報の受発信や

帰宅困難者対策等について、資機材等の整備を図る。 

○通信体制の整備（避難困難地区への衛星携帯電話の配備等）50,104 千円 

○帰宅困難者対策（リーフレット作成等）           1,562 千円 

○ダムに起因する洪水対策（避難場所における備蓄等）    3,854 千円 

 防災資機材等の整備             113,762 千円 

  従来より継続している避難所倉庫や救護所等への防災資機材の備蓄・整備に加え、

学校、幼稚園等に食糧や物品の備蓄を図る。 

○避難所倉庫・救護所等における備蓄           79,188 千円 

○学校・幼稚園・保育所における備蓄           34,574 千円 

６６．．防防災災関関連連経経費費のの概概要要 
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 放射線・放射能対策              48,683 千円 

福島第一原子力発電所の事故に起因する原子力災害に対し、市内の子ども関連施設

等における放射線測定や砂場の砂入替え等を実施する。 

○環境放射線等測定経費                 24,570 千円 

○学校・保育所給食の放射能濃度測定経費           305 千円 

○砂場の砂入替え経費                   16,146 千円  

 被災地支援                  31,328 千円 

  東日本大震災の被災地域に対し、支援のための職員を派遣する（大船渡市、仙台市、

石巻市への中長期派遣を予定）。 

 自主防災組織の育成支援            23,727 千円 

  自主防災組織活動基本計画に基づき、防災行動力を持つ自主防災組織の編成、防災

リーダーの育成、支援体制の整備等を推進する。 

 非常用発電設備の整備（新規事業）       66,000 千円 

   災害時において市民が避難所生活を送る際に必要となる電力の確保を図るため、非

常用発電設備の整備を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合防災訓練の様子               被災地での活動の様子 
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総総  務務 局局  

 

 

 

〈 予算編成の考え方 〉 

  厳しい財政状況であるが、地方への権限移譲や本市を巡る複雑かつ多様な行政課題に

対して果敢に挑戦し、自立分権都市を確立していくことが求められている。 

  こうした状況を踏まえ、まず歳入については、新たにシティセールス専用ポータルサ

イトへの有料広告を掲載するなど、自主財源の確保に努めた。 

  また、歳出については、「平成２４年度市政運営の基本的な考え方」で掲げた総務局の

テーマである“行政課題に対応する政策実施の根拠となる条例等の整備と職員の政策法

務能力等の向上”及び“相模総合補給廠の一部返還・共同使用の推進”に重点を置き、

前期実施計画に登載した事業等について、その目的や効果を十分に検証した上で、限ら

れた予算の中で効率的かつ効果的な予算編成を行った。 

〈 予算額 〉  １，８７４，８０９千円（ 対前年度比：±０％ ） 

〈 主な事業 〉 

 行政界変更事業                   6,715 千円 

  境川の改修により複雑に入り組んだ東京都町田市と本市との行政境界を順次、改修

後の境川の中心に変更しているもので、第５期区間の事業実施に向け、変更区域の決

定、総務大臣への申請等の取組を進める。 

 情報公開・個人情報保護制度等運営費       3,502 千円 

  市民共有の知的資源として、市が所有する公文書の保存・利用を図るため、既存の

審議会の機能を拡充し、公文書管理の条例制定に向け、審議等を行う。 

 歴史的公文書保存等経費（新規事業）       1,138 千円 

  歴史的公文書を適切に管理するため、くん蒸、保存を行う。 

  歴史的公文書の細目録データ整理等に使用する機器を設置する。 

 研修所研修事業費               16,434 千円 

  相模原市人材育成基本方針に掲げる職員像である“果敢に挑戦する職員”の育成に

向け、地方分権に対応した、質の高い先進的な行政サービスを提供するために必要な

政策形成能力、政策法務能力など、職員の能力・意識の向上を図る。 

 

７７．．各各局局予予算算のの概概要要 



 - 29 -

 

 

 

 基地対策事業                 20,630 千円 

  市内米軍基地の整理・縮小、

返還の促進、厚木基地の米軍機

による騒音の解消、基地周辺の

生活環境の保全等に努める。 

 

 

 

▲一部返還等が決定した相模総合補給廠 

 コールセンター運営経費            91,600 千円 

市民からの問い合わせ等の一次受付窓口として、当センターで対応が完了する率を

高め、また、応対前に呼び出しが切れてしまう率を下げるなど、より迅速かつ的確な

対応を目指し、コールセンターの適切な管理運営を行う。                   

 シティセールス推進事業            32,896 千円 

  本市の都市ブランドの構築に向け、「宇

宙」と「桜」をキーワードとしたブランド

イメージ作りの先行事業に取り組むほか、

本市の魅力を全国に発信するため様々な媒

体を活用したプロモーション事業を進める。        

▲プレスツアーによる市の魅力発信 

●財源の確保対策● 

 ・広告掲載料                       ３，６００千円 

「シティセールス専用ポータルサイト」の運営に当たり、有料広告を掲載する。 

●事業の見直し● 

 ・例規集等管理更新費                  △２，０５７千円 

   例規集データベースの管理及び更新経費の見直し 

 ・浄書・印刷・複写経費                   △７５６千円 

   庁内印刷機の更新による関連諸費の削減 

 ・マイクロフィルム文書等経費              △１，５８７千円 

   長期保存文書の保存方法の見直し 

 ・職員厚生会交付金                   △８，４８２千円 

   職員厚生会に対する交付金の対象事業の見直し 
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〈 予算編成の考え方 〉 

  企画市民局では、戸籍や住民登録に関する窓口サービスの総合調整、区政や自治会活

動の支援、防犯対策など市民サービスの根幹となる部分を所管していることから、厳し

い財政状況にあってもサービス水準を維持することに十分配慮した。 

  また、「安全で安心に暮らせるまちづくり」、「市民が主役の郷土づくり」を主要テーマ

とし、地域の防犯力の向上に向けた取組みや市民の利便性の向上に向けた窓口サービス

の提供など、生活環境の向上を図るとともに、市民の創意と工夫があふれる個性豊かな

社会の実現を目指し、地域活動・市民活動の活性化に向けたフィールドや環境づくりを

図ることに重点を置き、予算編成を行った。 

  更に、内部管理経費の見直しや新たな財源の確保のほか、新たな経費削減手法の導入

などにも努めた。 

〈 予算額 〉  １０，６４７，９０８千円（ 対前年度比：＋１０．３％ ） 

〈 主な事業 〉 

 （仮称）緑区合同庁舎整備事業        3,129,285 千円 

区役所、保健福祉センター、メディカル

センターなどを備えた複合施設として、合

同庁舎を整備する。 

 設置場所 

緑区西橋本５丁目 

 開所時期 

平成２５年３月予定  

 市民・大学交流センター整備事業      580,791 千円 

地域活動や市民活動を行う市民と高度な専門性や豊富な人材を有する大学等が連携

して、福祉、健康、環境等、様々な分野に関する地域課題の解決や地域の活性化を図

り、快適で魅力あるまちづくりを推進するために設置する。 

 設置場所：（仮称）相模大野駅西側地区第一種市街地再開発ビル南棟３階 

 開所時期：平成２５年３月予定 

 旅券窓口整備事業             130,816 千円 

市民に身近な場所で利便性の高い窓口サービスを提供するため、県から事務の移譲

を受け、旅券窓口を設置する。また、住民票の交付などを行う連絡所を併設する。 

 設置場所  

橋本駅周辺：シティ・プラザはしもと５階 

  相模大野駅周辺：（仮称）相模大野駅西側地区第一種市街地再開発ビル北棟４階 

企企  画画  市市  民民  局局  
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 アートラボはしもと運営事業（新規事業）    21,999 千円 

美術系大学等との連携によるワークショップやまちづくり活動を通じ、アートによ

る先進的・実験的な取り組みを行うとともに、将来の美術館運営に必要な知識・経験

を蓄積する。 

  設置場所：緑区大山町  

 路上喫煙防止対策事業（新規事業）       33,027 千円 

路上喫煙防止対策として、看板、路面標示等による啓発を行うとともに、路上喫煙

防止指導員による指導を実施する。 

 暴力団排除啓発等事業（新規事業）         379 千円 

  市民生活及び社会経済活動の場から暴力団排除を推進するため、啓発等を行う。 

 公契約条例の施行                 406 千円 

   市が発注する工事等の契約（公契約）において、一定の労働報酬下限額を保障する

ことで、従事する労働者の労働意欲を高め、安全かつ良質な事業の確保を図る。 

 債権回収対策の強化              10,007 千円 

滞納者への電話による納付督励、回収困難になった債権の弁護士への回収委託など

により未収金の削減を図る。 

 公共施設マネジメント推進経費（新規事業）    4,063 千円 

   「公共施設白書」に基づき、市民が利用する施設を中心に、統廃合を含めた配置の

あり方や施設の長寿命化などに関して、それぞれの対象施設や考え方、方向性を示す

「(仮称）公共施設の保全･利活用基本指針」の策定に取り組む。 

 

●財源の確保対策● 

  ・売却可能資産売払いの推進              ６４１，６３３千円 

けやき会館用地の都市整備公社への売払いなど 

 

●事業の見直し● 

 ・本庁舎維持管理費                   △６，５００千円 

本庁舎へのＩＰ電話の導入 

   

※このほか、庁舎等での自動販売機設置に関する使用料に公募制を導入するほか、 

電力調達における入札方式の導入を予定（実施前のため予算には計上せず） 
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〈 予算編成の考え方 〉 

健康福祉局においては、長引く経済不況の影響等から、扶助費のうち生活保護費など

が増加し、厳しい財政運営が求められている。そのような中にあっても、「新・相模原市

総合計画前期実施計画」を着実に推進させ、誰もが将来にわたり安心して暮らし続けら

れるために、市民に密着したサービスの低下を招くことがないよう、十分に配慮し、予

算編成を行った。 

その結果、民生費、衛生費及び教育費の一部で構成される健康福祉局予算については、

８５２億円（対前年度（８３６億円）比、約＋１６億円、＋１．９％）、性質別では、保

健・福祉サービスの根幹を担う経費である扶助費全体では、子ども手当の制度改正等に

より減額となるものが見込まれるため、伸び率が抑えられており、６２５億円（対前年

度（６１１億円）比、＋１４億円、＋２．３％）となった。 

しかしながら、扶助費のうち増加傾向にある生活保護費については、２１０億円（対

前年度（１９３億円）比、+１７億円、+８．６％）の予算を確保した。 

〈 予算額 〉  ８５，１８８，４２３千円（ 対前年度比：＋１８．５％ ） 

（※子ども手当通年分計上後の対前年度比：＋１．９％） 

〈 主な事業 〉 

 生活保護費の支給              20,953,284 千円 

生活に困窮する市民に対して、その困窮の程度に応じた必要な保護を行い、その最

低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的し、生活保護費を支給

する。 

 個別予防接種事業             1,772,899 千円 

感染症の予防と発生した場合の重症化を防止するため予防接種法に基づく定期予防

接種を実施するとともに、市民要望が高く、接種により患者数の減少等が見込まれる

子宮頸がん予防・ヒブ・小児用肺炎球菌ワクチンの任意予防接種について、接種費の

助成を継続する。 

 特別養護老人ホーム施設整備の促進     1,424,700 千円 

重度待機者の解消を目指し、特別養護老人ホーム等を建設する社会福祉法人に対し、

建設費の一部を助成し、整備の促進を図る。 

＊平成２４年度竣工予定：３施設 

 がんピアサポート事業（新規事業）         359 千円 

がん体験者によるがん患者やその家族を対象とした相談（ピアサポート）を実施す

る。 

健健  康康  福福  祉祉  局局  
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 保育所施設整備の促進             970,778 千円 

待機児童の解消を目指し、定員の拡大と保育環境の向上を図るため、民間保育所の

施設整備に要する費用の一部を補助することにより整備を促進する。 

＊保育所整備９施設（建替を含む）・・・定員４５０人増 

 障害福祉施設等施設整備事業          346,053 千円 

児童相談所からの措置児童や入所待機者が多い知的障害児施設及び重症心身障害児

者施設の整備を促進する。平成 24 年度は重症心身障害児者施設の整備に着手する。 

＊ 知的障害児施設・・・設置場所：南区下溝 定員：40 人（H23～24 ２箇年事業） 

＊ 重症心身障害児者施設・・・設置場所：緑区長竹 定員：60 人 （H24～ ）  

 自殺総合対策事業                 9,641 千円 

  自殺対策基本法に基づき、普及啓発や相談・支援等を実施するとともに、新たに民

間団体等の委員で構成する「相模原市自殺対策協議会」を設置し、自殺総合対策にか

かる行動計画の策定等を行う。 

 成人歯科健康診査事業             18,381 千円 

   国において推進されている「8020 運動」の具体化を図るため「成人歯科健康診査」

を市内協力医療機関で実施する。対象年齢 40 歳～74 歳（対象年齢の拡大 71 歳～74 歳） 

 地域医療寄附講座開設事業（新規事業）      25,000 千円 

地域医療の向上を図るため、寄附講座「地域児童精神科医療学」を平成２４年度か

ら３年間、北里大学医学部が開設し、児童精神科医の養成・確保及び児童精神科医療

分野の研究等を行う。（債務負担行為設定期間：平成２４～２６年度） 

 認知症総合対策事業（新規事業）        25,695 千円 

専門医療機関の機能を活用し、認知症に関する専門相談、鑑別診断・入院治療の調

整、医療介護関係者への情報提供等を行う「認知症疾患医療センター」を開設するな

ど、認知症に係る総合的な施策展開を図る。 

 子育て短期支援事業（新規事業）         8,500 千円 

保護者の疾病その他の理由により、家庭で児童を養育することが一時的に困難とな

った場合に、乳児院又は母子生活支援施設において、一定期間の養育等を行い、子ど

もとその家庭の福祉の向上を図る。 

 発達障害者支援センター（新規事業）      14,317 千円 

発達障害のある人がライフステージにあった適切な支援を受けられる体制づくりを

進めるため、陽光園に「発達障害者支援センター」の機能を整備する。 

●財源の確保対策● 

  ・社会福祉基金の有効活用     ２５，４３５千円 

●事業の見直し● 

 ・各事務事業経費の再精査等   △１９，０８７千円 

高齢者大学運営システム保守内容の見直し等 
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大規模太陽光発電設備導入事業（新規事業）   7,892 千円 

 

 

〈 予算編成の考え方 〉 

環境経済局では、局運営方針の基本目標である「環境共生都市の実現と地域特性を生

かした産業の振興」の実現に向けて、「新・相模原市総合計画 前期実施計画」を着実に

推進するため、厳しい財政状況の中にあっても、限られた財源の中で最大限の効果を発

揮できるように事業の「選択と集中」を図り予算編成を行った。 

また、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故へ対応し、市民の皆さまの安

全・安心の確保を図るため、放射能対策に必要な予算を措置した。 

〈 予算額 〉  ２４，２６６，４５５千円（ 対前年度比：△１２．１％ ） 

〈 主な事業 〉 

 企業誘致等推進事業             1,776,745 千円 

産業集積促進条例に基づき新規立地する企業や工場を新・増設する市内企業等に対

して奨励金の交付を行うとともに、中小企業等施設整備特別融資制度に基づき資金の

預託、利子補給等を行う。 

 雇用対策事業                105,321 千円 

就労支援、職業紹介等についてハローワークと一体的な取組を行うほか、様々な困

難を抱える若者に対し、必要な就労支援策・福祉支援策等を横断的にコーディネート

し、自立に向けた継続的支援を実施する。 

 観光協会助成事業（アンテナショップ設置事業含む）     25,874 千円 

市内観光行事の運営に対して助成するほか、新規事業として観光協会が実施する相

模原市の特産品等、市の魅力の発信拠点（アンテナショップ）の設置事業に対して支

援する。 

 

一般廃棄物最終処分場第１期整備地を活用し、大規模太陽光発電設備（メガソーラ

ー）の導入に向けた準備に取り組む。 

 相模川ふれあい科学館再整備事業        80,100 千円 

相模川流域の広域的な情報発信施設と

して機能向上を図るため、再整備工事を

実施する。 

 

 

 

 

 

環環  境境  経経  済済  局局  
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 相模原麻溝公園整備事業           154,900 千円 

相模原麻溝公園競技場の補助競技場と

して、トラックは６レーン・全天候舗装、

インフィールドは投てき競技が可能な人

工芝を備えた（仮称）第２競技場を整備

する。 

 

 

 

 家庭ごみの減量化・資源化促進事業      1,600,268 千円 

４Ｒを推進し、家庭から排出される一般ごみの排出量を減らし、資源分別回収を推

進する。また、地域コミュニティによるごみの減量化・資源化を行う地域団体等の活

動を支援する。 

 資源循環型社会の普及啓発事業         39,998 千円 

資源循環型社会の形成に向けて、４Ｒ推進に 

  対する市民意識の醸成を図るため、情報提供 

  や啓発活動を行うとともに、ごみの減量化・ 

資源化を行う市民等を支援する。 

 

 

 

 

 

 津久井クリーンセンターし尿処理施設建設事業（新規事業）  47,000 千円 

   し尿処理の一元化を図るため、「津久井クリーンセンター再設置プラン」に基づき、

同センターの老朽化したし尿処理施設の建替整備を実施する。 

 放射線・放射能対策              36,605 千円 

   福島第一原子力発電所の事故に伴う放射線・放射能対策として、市内２９区画や公

園等の空間放射線量・放射能濃度の測定・監視を継続する。 

 

●事業の見直し● 

 ・環境マネジメントシステム推進事業               △６００千円 

   ＥＭＳ外部診断の実施間隔の見直し 

 

 

▲「相模原ごみＤＥ71 大作戦」をＰＲしている 

分別戦隊シゲンジャー 
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〈 予算編成の考え方 〉 

  平成２４年度当初予算編成に当たっては、前期実施計画の着実な推進及び持続可能な

都市経営の推進を念頭に、厳しい財政状況の下、財源の確保及び事業の選択と集中によ

り効果的な施策の推進を図り、リニア中央新幹線をはじめとした広域的な交通ネットワ

ークの形成や、魅力ある中心市街地の整備、さがみ縦貫道路インターチェンジ周辺の新

たな産業拠点の創出など、「活力にあふれ多様な交流が生まれる広域交流拠点都市」の実

現に向け、次に掲げる重点目標に基づき予算の配分を行った。 

【重点目標】 

１．躍動し魅力あふれる広域交流拠点都市の形成  

２．安全で安心して暮らせる災害に強いまちづくり 

３．豊かな自然と都市機能が共生する質の高い都市基盤整備の推進 

４．秩序ある総合的・計画的な土地利用、まちづくりの推進  

〈 予算額 〉  ２７，１６７，８６１千円（ 対前年度比：＋１１．６％ ） 

〈 主な事業 〉 

 広域交流拠点検討事業              13,580 千円 

首都圏南西部における広域交流拠点として、橋本駅及び相模原駅周辺の一体的なエ

リアの都市形成に向け、今後の社会経済の動向やリニア中央新幹線の駅設置に伴う影

響等を勘案し、広域交流拠点基本計画を策定する。 

 国県道整備事業              3,566,808 千円 

さがみ縦貫道路のインターチェンジ接続道路等を整備する。 

 主な路線 

・県道５２号（相模原町田） 

・津久井広域道路 

都都  市市  建建  設設  局局  

当麻地区整備促進整備事業 

（イメージ）▼ 

▲さがみ縦貫道路 

インターチェンジアクセス道路 

県道５２号（相模原町田） 
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 当麻地区整備促進事業             314,840 千円 

さがみ縦貫道路（仮称）相模原インターチェンジ周辺の立地特性を生かし、産業を

中心とした複数の都市機能による環境と共生した「新たな都市づくりの拠点」を形成

するため、土地区画整理事業区域及び地区計画区域の測量及び設計等を実施する。 

また、当麻宿地区土地区画整理事業に助成し、事業の促進を図る。 

【特定保留区域面積】 約８１ｈａ   

【当麻宿地区土地区画整理事業施行面積】 約１４．５ｈａ 

 相模原駅周辺整備推進事業           10,000 千円 

相模総合補給廠の一部返還予定地を中心とした相模原駅周辺地区のまちづくりを推

進するため、平成２１年度に策定した「相模原駅周辺地区まちづくり計画」の実現化

に向けた方策等の検討を行う。 

○ 導入機能、都市基盤、事業手法など 

 相模大野駅周辺市街地整備事業        4,928,568 千円 

  相模大野駅西側地区第一種市街地 

再開発事業を促進する。 

（平成２５年２月竣工予定） 

  【面積】 約３．１ｈａ   

【用途】 商業、住宅、公共公益施設等 

   

 

 

 

 バス乗り継ぎ施設整備事業            50,085 千円 

   市バス交通対策基本計画に基づき、幹線バス、支線バスの導入促進を図り、効率的

かつ利用しやすいバス路線網の実現を図るため、未整備となっている田名地区に公共

交通の乗り継ぎ拠点となるバスターミナルを整備する。 

 橋りょう長寿命化事業             145,323 千円 

「橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、計画的に橋りょう維持補修等を実施する。 

○橋りょう維持補修工事 [市道] ４橋 

○橋りょう点検業務委託 [国道、県道] １１４橋 [市道] １３橋 

 

●事業の見直し● 

 ・公共工事積算事務電算処理経費             △２，６３６千円 

機器構成の見直し 
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〈 予算編成の考え方 〉 

教育局では、児童・生徒をはじめ、すべての市民に対して、より良い学びの環境づく

りを進めることをめざして、｢小中学校の教育内容･支援･相談体制の充実｣、「人材の確保

と育成」、「学校教育環境の整備と充実」、「家庭や地域における教育環境の向上」及び「市

民の生涯学習･スポーツ環境の充実」に重点を置いた。 

このような方針のもと、厳しい財政状況の中、財源確保に努め、新・相模原市総合計

画前期実施計画や教育振興計画を着実に推進するため、効果的な教育が実践できるよう、

また、各事業への効率的な予算配分となるよう、ひとつひとつの事業の検証や「市単独

での教員採用」等の新しい施策について検討を重ね、予算編成を行った。 

〈 予算額 〉  １２，２６０，３４４千円（ 対前年度比：＋０．５％ ） 

〈 主な事業 〉 

 教職員任用経費                 9,037 千円 

本市の教員を希望する優秀な人材を採用

するため、平成２４年度から新たに、教員

採用候補者選考試験を市単独で実施する。 

○平成２４年７～８月に試験を実施 

 

 

 

 特別支援教育推進事業             79,241 千円 

児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応えるため、支援教育学習指導補助員の配

置等を行い支援体制の充実を図る。 

○支援教育学習指導補助員 ７４名配置 

 小中学校校舎改造事業（２３年度３月補正） 1,887,101 千円 

教育環境の整備と校舎の維持・保全と機能向上を図るため、小学校５校、中学校１

校の校舎改造事業を実施する。 

○小学校 麻溝小学校、相原小学校、相武台小学校、大島小学校、中野小学校 

○中学校 大野台中学校 

 小中学校トイレ整備事業（２３年度３月補正） 241,800 千円 

学校トイレの快適性向上のため、小学校７校２０ヶ所、中学校４校１１ヶ所のトイ

レ整備を実施する。 

 

 

教教  育育  局局  
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 （仮称）上溝学校給食センター整備事業（拡充）554,790 千円 

清新学校給食センターの老朽化に伴い、

食物アレルギーへの対応、災害時の炊き出

し機能を有する新たな学校給食センターを

整備する。 

○供給能力 約３，０００食／日 

○開設時期 平成２６年４月（予定） 

 

 青少年・教育相談事業             249,320 千円 

青少年の心の問題等の解決を図るため、青少年教育カウンセラー及びスクールソー

シャルワーカーを配置する。 

○青少年教育カウンセラー  ６３名配置 

○スクールソーシャルワーカー ３名配置 

 家庭教育啓発費                 1,110 千円 

家庭教育力向上のため、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対して学習機会

及び情報の提供による支援を行う。 

 公民館改修事業（新規事業）           15,926 千円 

小山公民館大規模改修工事に係る実施設計を行う。 

 図書館施設運営費               103,282 千円 

市立図書館（鹿沼）の効率的な管理運営を進めるため、２４年１０月から窓口業務

等の一部を委託する。 

 横山公園陸上競技場再活用推進経費         3,000 千円 

市民ニーズにあった、より多目的なフィ

ールドとして横山公園陸上競技場の再活用

を推進するにあたり、測量及び地盤調査を

実施する。 

 

 

 

 

●事業の見直し● 

 ・国際交流教育推進事業（終了）            △１０，９１４千円 

 ・図書館施設運営費                  △２８，９１５千円 

一部業務を委託化 
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〈 予算編成の考え方 〉 

厳しい財政状況のもと、各事業の精査・見直しを行うとともに、財源の確保に努め、

地域の特性を考慮した藤野分署の建設、消防車両の整備、また、消防団組織の再編、消

防団詰所の建設、火災予防、救急業務の高度化及び消防情報管理システムの充実強化を

図るほか、大規模災害時に対応するための高度救助体制を確立すべく予算編成を行った。 

〈 予算額 〉  １，８６９，５３１千円（ 対前年度比：＋９．６％ ） 

〈 主な事業 〉 

 藤野分署整備事業               286,924 千円 

庁舎の老朽化、狭小への対応や藤野地域

の災害発生状況及び中央自動車道における

災害にも考慮し、吉野地域へ藤野分署を移

転整備する。 

○ 平成２４年度：建設工事等 

 

 

 

 

 相原分署整備事業（新規事業）          7,868 千円 

近年の救急需要の増加から、平成２４年度から先行して救急業務を開始し、庁舎の

老朽化、狭小への対応のため、現所在地において相原分署を整備する。 

○ 平成２４年度：基本設計、敷地測量業務委託 

 防災消防訓練場等整備事業（新規事業）     75,492 千円 

複雑・多様化する災害への対応を図るため、緑区内に用地を取得し、実践的な訓練

施設を整備する。 

○ 平成２４年度：用地購入、敷地測量業務委託、各種工事 

 消防団詰所・車庫整備事業           44,165 千円 

津久井消防団第４分団第２部は、施設の老朽化が著しく早期の建替えが必要である

ため、借地である現所の近隣に用地を取得し、施設を整備する。 

○ 平成２４年度：実施設計、建設工事 

 火災予防事業                  9,072 千円 

火災予防思想の普及啓発、住宅防火対策の普及促進、少年少女に対する防火教育の

推進及び査察業務等の充実を図る。 

○ 平成２４年度：少年・少女ファイヤースクールの拡充 

消消  防防  局局  
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 救急高度化推進事業              13,411 千円 

救急業務の高度化を推進するため、メディカルコントロール体制の充実を図るとと

もに、高度な救急研修の実施や気管挿管・薬剤投与認定救急救命士を養成する。 

○ 平成２４年度：気管挿管認定救命士６名養成 

        ：薬剤投与認定救命士７名養成等 

 デジタル消防救急無線整備事業        338,849 千円 

通信内容の秘匿性の確保及び広域災害を踏まえた神奈川県全体のネットワーク構築

のため、デジタル消防救急無線の整備を行う。 

○ 平成２４年度：整備工事（平成２４～平成２６年度継続事業） 

 

●事業の見直し● 

 ・消防団詰所・車庫維持補修費              △９，７１４千円 

平成２４年４月１日の消防団組織再編に伴う事業の一部見直しを行い費用の削

減に努めた。 
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事業勘定,
750

下水道勘定,
 183

介護保険事業,
301

公債管理,
326

事業勘定,
791

下水道勘定,
 180

介護保険事業,
 351

公債管理,
 336

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

平成２３年度

平成２４年度

事業勘定

直営診療勘定

下水道勘定

浄化槽勘定

自動車駐車場事業

介護保険事業

母子寡婦福祉資金貸付事業

簡易水道事業

財産区特別会計

農業集落排水事業

後期高齢者医療事業

公債管理

対前年度
伸率(％)

176,452,200 165,753,000 10,699,200 6.5

79,312,000 75,265,000 4,047,000 5.4

事 業 勘 定 79,070,000 75,035,000 4,035,000 5.4

直 営 診 療 勘 定 242,000 230,000 12,000 5.2

18,480,000 18,759,000 △ 279,000 △ 1.5

下 水 道 勘 定 18,002,000 18,316,000 △ 314,000 △ 1.7

浄 化 槽 勘 定 478,000 443,000 35,000 7.9

3,594,000 3,620,000 △ 26,000 △ 0.7

35,088,000 30,138,000 4,950,000 16.4

180,000 200,000 △ 20,000 △ 10.0

306,000 217,000 89,000 41.0

82,200 88,000 △ 5,800 △ 6.6

42,000 24,000 18,000 75.0

5,794,000 4,840,000 954,000 19.7

33,574,000 32,602,000 972,000 3.0公 債 管 理

財 産 区 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業

特 別 会 計 合 計

会計名 平成２４年度 平成２３年度

下 水 道 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

自 動 車 駐 車 場 事 業

介 護 保 険 事 業

母子寡婦福祉資金貸付事業

簡 易 水 道 事 業

増減額

８．特別会計予算案の概要 

相模原市には、一般会計のほか１０の特別会計が設置されています。 

特別会計全体では、約１，７６５億円で、平成２３年度に比べ約１０７億円の増額

（伸率＋６．５％）となっています。 

主な増減は、国民健康保険事業が約４０億円の増、介護保険事業が約５０億円の増、

後期高齢者医療事業、公債管理がそれぞれ約１０億円の増額となっています。 

 （表６）平成２４年度特別会計予算          （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（グラフ 17）特別会計予算 

（億円） 
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① 国国民民健健康康保保険険事事業業 は４０億円の増 （ ７５３億円
平成２３年度

 ⇒ ７９３億円
平成２４年度

） 

                        対前年度比：＋５．４％ 

◆ 保険給付費が平成２３年度の約５１６億円から約５３６億円へ約２０億円の増

額 

◆ 後期高齢者支援金が約１１億円増加 

② 介介護護保保険険事事業業 は５０億円の増 （ ３０１億円
平成２３年度

 ⇒ ３５１億円
平成２４年度

 ） 

                        対前年度比：＋１６．４％ 

◆ 保険給付費が約３２７億円で約４６億円増額 

◆ 歳入では、保険料の見直しにより約２５億円増の約８７億円 

◆ 保険給付費の増額に伴い支払基金交付金が約１１億円増の約９６億円 

 ③ 簡簡易易水水道道事事業業 は９，０００万円の増 （ ２．２億円
平成２３年度

 ⇒ ３．１億円
平成２４年度

 ） 

                        対前年度比：＋４１．０％ 

◆ 藤野地区において安定した水道供給体制を構築するため、小規模民営水道を市営

簡易水道に統合する工事を新たに４地区で実施 

 ④ 農農業業集集落落排排水水事事業業 は１，８００万円の増 （ ０．２億円
平成２３年度

 ⇒ ０．４億円
平成２４年度

 ） 

                        対前年度比：＋７５．０％ 

◆ 大久和地区の汚水処理施設の機能強化に係る設計業務等 

 ⑤ 後後期期高高齢齢者者医医療療事事業業 は１０億円の増 （ ４８億円
平成２３年度

 ⇒ ５８億円
平成２４年度

 ） 

                        対前年度比：＋１９．７％ 

◆ 後期高齢者医療広域連合への負担金が約５６億円で約１０億円増額 

◆ 歳入では、被保険者数の増加や保険料の改定に伴い保険料が約８億円増の約４９

億円 

 ⑥ 公公債債管管理理特特別別会会計計 は１０億円の増 （ ３２６億円
平成２３年度

 ⇒ ３３６億円
平成２４年度

 ） 

                        対前年度比：＋３．０％ 

◆ 一般会計分の償還額が約１２億円増加 
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